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答 申 

 

 

１ 審査会の結論 

福岡県知事（以下「実施機関」という。）が、平成２９年２月２４日２８南筑保第１２６

１０号－５で行った公文書非開示決定（以下「本件決定」という。）において非開示とした

公文書のうち、別表の「開示妥当と判断した部分」は、開示すべきである。 

 

２ 審査請求に係る対象公文書の開示決定状況 

 (1) 審査請求に係る対象公文書 

審査請求に係る対象公文書（以下「本件公文書」という。）は、「Ｈ２１．４改正の産  

業廃棄物監視指導マニュアル（Ｖｅｒ２．１）」である。 

 (2) 開示決定状況 

実施機関は、本件公文書が、福岡県情報公開条例（平成１３年福岡県条例第５号。以下

「条例」という。）第７条第１項第４号（行政運営情報）に該当するとして、条例第１１

条第２項の規定に基づき、本件決定を行った。 

 

３ 審査請求の趣旨及び経過 

 (1) 審査請求の趣旨 

審査請求の趣旨は、実施機関が行った本件決定の取消しを求めるというものである。 

 (2) 審査請求の経過 

ア 審査請求人は、平成２９年２月１６日付けで、実施機関に対し、条例第６条第１項の

規定により、本件公文書の開示請求を行った。 

イ 実施機関は、平成２９年２月２４日付けで、本件決定を行い、その旨を審査請求人に

通知した。 

ウ 審査請求人は、平成２９年３月１３日付けで、本件決定を不服として、実施機関に対

し、審査請求を行った。 

エ 実施機関は、平成２９年１１月６日付けで、当審査会に諮問した。 

 

４ 審査請求人の主張要旨 

審査請求書、反論書及び口頭意見陳述における審査請求人の主張の要旨は、次のとおりで

ある。 

(1) 実施機関は、本件決定の理由として、条例第７条第１項第４号「県の機関が行う事務又

は事業に関する情報であって、公にすることにより、監査、検査、取締り又は試験に係る
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事務に関し、正確な事実の把握を困難にするおそれ又は違法若しくは不当な行為を容易に

し、若しくはその発見を困難にするおそれがあるため。」としている。 

   しかし、本件公文書については、県職員等が行う立入検査並びに実地調査及び指導につ

いて、必要な事項を平準化して廃棄物行政の円滑な運営を目的に策定されたもので、一字

一句全てが不開示情報とは信じがたく、職員等に対してのマニュアルとして作成された公

文書で、開示できない書類と規定されてはいない。 

 (2) 実施機関は、「本件公文書が、条例第７条第１項第４号イに該当すると規定されている

から全部を非開示とした。」と主張するが、本件公文書が、条例第７条第１項４号イに該

当すると規定されているものはない。また、第７条第１項は、非開示情報を除いて開示し

なければならないとされており、公文書開示義務規定であって非開示規定ではない。 

 (3) さらに、実施機関は本件公文書について、「その内容を公にすれば、処分庁の検査、取

締り等に係る事務において、その対象となる事業者の違法又は不当な行為を容易にしてし

まうことにつながる蓋然性が高く、当該事務又は事業の適正な遂行に支障を及ぼすおそれ

があるものであって、それは、内容のみならず、その構成等も同様である。」と主張する。 

    しかし、本件公文書については、県職員等が行う立入検査並びに実地調査及び指導につ

いて、必要な事項を平準化して廃棄物行政の円滑な運営を目的に策定されたもので、県職

員等に対してのマニュアルとして作成されたもので、当該事務又は事業の適正な遂行に支

障を及ぼすとは考えられない。 

   現に産業廃棄物立入実施要領、福岡県産業廃棄物事務処理マニュアルなどについては、

行政文書として公開されている。 

 (4) また、おそれがあるものについても、単なる確率的な可能性でなく、法的保護に値す

る蓋然性が求められるものである。 

 (5) 条例第８条第１項（公文書の部分開示）には、「実施機関は、開示の請求に係る公文

書の一部に非開示情報が記録されている場合において、非開示情報が記録されている部分

を容易に区分して除くことができるときは、開示請求者に対し、当該部分を除いた部分に

つき開示しなければならない。」と規定されている。 

   仮に、法令違反を助長したり、巧妙な隠蔽をしたりするなどの不当な行為を示す情報

があるのであれば、条例第８条第１項による部分開示として、掩蔽黒塗りを行い物理的に

除去し、本件公文書の作成された目的、策定の経緯等については有意な情報であるため開

示すべきものである。 

 (6) 処分庁は、平成２９年３月１９日付の審査請求に対し、７ヶ月ほどを要した平成２９

年１０月１３日付で、平成２９年２月２４日付公文書決定通知書と同じ理由の弁明書が送

付されるなど、審理手続きに多くの時間を要するなど問題がある。 
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５ 実施機関の説明要旨 

 (1) 実施機関が本件決定を行った理由を要約すると、次のとおりである。 

  本件公文書は、条例第７条第１項４号イに該当すると規定されている。さらに、本件公

文書は、その内容を公にすれば、処分庁の検査、取締り等に係る事務において、その対象

となる事業者の違法又は不当な行為を容易にしてしまうことにつながる蓋然性が高く、当

該事務又は事業の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがあるものであって、それは、内容の

みならず、その構成等も同様である。 

  構成等が明らかとなれば県の監視指導業務における対応順序や具体的な検査手法が予測

でき、それにより悪質な事業者が違法事実の隠蔽や指導逃れのための対策を講じることに

つながるものであり、産業廃棄物監視指導マニュアルは全体が条例第７条第１項４号イに

該当するものである。 

 (2) 当審査会において、実施機関の職員から説明を聴取したところ、以下の説明を新たに行

っている。 

  本件公文書の個別の記載内容の中には、条例第７条第１項第３号（審議・検討情報）、

第５号（任意提供情報）、第７号（法令秘情報）も含まれている。 

 

６ 審査会の判断 

(1) 産業廃棄物の監視指導業務について  

  廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和４５年法律第１３７号。以下「廃掃法」と

いう。) は、廃棄物の排出を抑制し、廃棄物の適正な分別、保管、収集、運搬、再生、

処分等の処理をし、並びに生活環境の保全及び公衆衛生の向上を図ることを目的とし、

廃棄物の保管、運搬及び処分方法に関する基準や環境保全上の禁止事項、排出事業者、

地方公共団体等の責務等が規定されている。 

  都道府県知事等は、産業廃棄物の適正な処理を確保するため、廃掃法その他産業廃棄

物処理に係る立入検査の根拠となる法令に基づき、産業廃棄物の排出事業者や処理業者、

処理施設等への立入検査を実施し、廃掃法に違反する処理等が行われた場合には、改善

命令、措置命令、業の停止、業許可の取消し等の行政処分を行っている。 

  (2) 本件公文書の性格について 

  本件公文書は、産業廃棄物の適正な処理を確保するため、実施機関が、排出事業者及

び処理業者に対する指導、産業廃棄物処理施設等への立入検査及び違反行為等の是正

（行政処分）を行うに当たり、職員の対応の目安となるよう作成されたマニュアルであ

る。 

(3) 条例第７条第１項第４号該当性について 

ア 本号の趣旨 
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  本号は、県の機関等が行う事務又は事業に関する情報であって、公にすることにより、

当該事務又は事業の性質上、当該事務又は事業の適正な遂行に支障を及ぼすおそれが

あるものについて、非開示とすることを定めている。 

  本号イに規定する、監査、検査、取締り又は試験に係る事務については、いずれも事

実を正確に把握し、その事実に基づいて評価、判断を加えて、一定の決定を伴うことが

ある事務である。 

  これらの事務に関する情報の中には、例えば、監査の対象、実施時期、調査項目等の

詳細な情報や、試験問題等のように、事前に公にすれば、公正かつ適正な評価や判断の

前提となる事実の把握が困難となったり、行政客体における法令違反行為又は法令違反

に至らないまでも妥当性を欠く行為や巧妙な隠蔽行為を助長したりするなどのおそれが

あるものがあり、このような情報については、非開示とするものである。 

  また、公にすることによる支障は、本号イからホまでに例示的に掲げたものに限定さ

れるものではなく、これらの事務又は事業以外にも、同種のものが反復されるような性

質の事務又は事業であって、ある個別の事務又は事業に関する情報を開示すると、将来

の同種の事務又は事業の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがあるもの等、「その他当該

事務又は事業の性質上、当該事務又は事業の適正な遂行に支障を及ぼすおそれ」がある

限り非開示となる。 

  なお、「支障」の程度は、名目的なものでは足りず、実質的なものが要求され、「お

それ」の程度も単なる確率的な可能性ではなく、法的保護に値する蓋然性が要求される。 

イ 該当性の判断 

(ｱ) 全部非開示とする実施機関の主張について 

   実施機関は、本件決定に係る理由の説明において、本件公文書は、その内容のみな

らず、構成等が明らかになれば、県の監視指導業務における対応順序や具体的な検査

手法が予測でき、それにより悪質な事業者が違法事実の隠蔽や指導逃れのための対策

を講じることにつながるため、全体が本号に該当し、全部非開示が妥当であると主張

している。 

   しかしながら、本件公文書は、廃掃法その他関係法令に定められた立入検査におけ

る対応など、県の監視指導業務の遂行に当たり職員の対応の目安となるよう作成され

たマニュアルであり、その構成等から把握できる対応順序は、廃掃法やその他関係通

知等に規定されている事項から読み取ることができる、あるいは予測できる情報と大

差ないものと認められる。 

   また、実施機関が全部を非開示とした説明に対し、審査請求人は、事業者の違法又

は不当な行為を容易にする情報については、これを区分し、条例第８条第１項による

部分開示をすべきである旨を主張しており、本件決定における実施機関の説明は、当
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該主張を否定するほどの合理性があるとまでは認められない。 

   したがって、本件公文書について全部非開示とした実施機関の説明は妥当ではな

く、本件公文書に記載された具体的な情報の内容に着目して、これを開示した場合

の、事務の適正な遂行に支障を及ぼすおそれの有無を判断することが適当である。 

(ｲ) 本号該当性の判断について 

   当審査会において、本件公文書を見分したところ、本件公文書には次のような情報

が記載されていることが認められる。 

① 立入検査に係る準備事項、確認事項、留意事項及び対応方針等の具体的かつ詳

細な検査手法 

② 立入検査の現場対応をはじめとした一連の監視指導業務における職員の判断の

ための指針となる考え方、着眼点及び対応方法例 

③ 他の機関等から情報提供を受けた内容であることが確認できる事項及びその提

供元に係る情報（以下①、②、③を総称して「特殊情報」という。） 

   これらの情報を開示した場合、立入検査における具体的な検査手法や着眼点が知ら

れ又は容易に推測されることにより、検査の対象者やその関係者が、立入検査に先

んじて違法事実に係る証拠の改ざんや隠蔽を行うなど、実施機関からの指導や不利

益処分を免れるための対策を講じることが可能となるものと認められる。 

   また、記載された立入検査及びその後の対応に係る方針等を逆手に取り、悪質な事

業者が検査に対する妨害手段を講じ、あるいは検査後もなお巧妙に不適正処理を継

続するなどの違法又は不当な行為を助長するおそれがあると認められる。 

   さらに、特殊情報のうち③については、これを開示した場合、提供元との信頼関係

が損なわれ、今後、提供元からの情報提供を受けることが困難となると認められる。 

   これに対して、特殊情報以外の部分については、次のような情報が記載されている

ことが認められる。  

   ・標題、項目名等のマニュアルの体系を表すための表記 

・廃掃法など産業廃棄物処理に係る立入検査の根拠となる法令の規定 

   ・一般に公開されている関係通知の内容 

   ・実施機関内部での報告に係る取り決め等の内部の事務処理に係る事項 

   ・具体的かつ詳細とまでは認められない検査手法  

   これらの情報については、これを開示したとしても、このことによって、検査の対

象者やその関係者が、立入検査に先んじて違法事実に係る証拠の改ざんや隠蔽を行

うなど、県からの指導や不利益処分を免れるための対策や妨害手段を講じることが

可能となるとまでは認められず、県の産業廃棄物監視指導業務の適正な遂行に支障

を及ぼすおそれがあるとまでは認められないというべきである。 
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   他方、条例の目的に鑑み、県民の生活環境の保全及び公衆衛生の向上を図る観点か

ら、県の産業廃棄物監視指導業務がどのように行われているかについて、一定の範

囲で県民が知ることは尊重に値するというべきである。 

   以上のことから、特殊情報以外の情報については、開示したとしても、正確な事実

の把握を困難にするおそれ又は違法若しくは不当な行為を容易にし、若しくはその

発見を困難にするおそれその他県の産業廃棄物監視指導業務の適正な遂行に支障を

及ぼすおそれがあるとまでは認められず、本号には該当しないと判断される。 

したがって、上記のとおり条例第７条第１項第４号に該当しない特殊情報以外の部 

分については、開示すべきである。 

(4) 実施機関のその他の主張について 

  当審査会が実施機関に説明を求めたところ、本件公文書に記載されている情報の中には、

条例第７条第１項第３号（審議・検討情報）、第５号（任意提供情報）、第７号（法令秘

情報）が含まれていると、非開示とした理由を追加して回答している。  

  しかしながら、当審査会が、実施機関が追加した理由と本件公文書の記載内容について

精査したところ、いずれの理由も条例の解釈又は適用において適切ではないと判断される。 

 

以上の理由により、「１ 審査会の結論」のとおり判断する。 

 

７ 付言 

 (1) 理由の付記について 

当審査会が本件決定に係る非開示決定通知書を確認したところ、本件決定の理由につ

いて、本件公文書のうち、どのような情報が非開示とされているのかが明確となってお

らず、開示請求者にとって分かりにくい記載となっていることが見受けられる。  

理由の付記については、条例上の明文の規定はないが、福岡県行政手続条例（平成８

年１月４日福岡県条例第１号）第８条第１項において、「行政庁は、申請により求めら

れた許認可等を拒否する場合（略）は、申請者に対し、同時に、当該処分の理由（略）

を示さなければならない。」と定めている。 

これを受けて、知事が管理する公文書の開示等に関する規則（平成１３年６月２９日

福岡県規則第５１号）第３条第２号に定める公文書部分開示決定通知書（様式第３号）

には「開示しない部分及び理由」欄が、同条第３号に定める非開示決定通知書（様式第

４号）には「開示しない理由」欄が、それぞれ設けられている。 

また、条例の解釈運用を示した「情報公開事務の手引」によれば、「開示しない理由」

欄についての運用を次のとおり定めている。 

ⅰ 開示請求に係る公文書について開示しないこととした場合の理由の提示は、当該
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決定を受けた開示請求者が、当該決定を不服として審査請求又は訴訟の提起により

救済を求めたり、あるいは開示請求する内容を変更して再度開示請求を行ったりす

るなどの対応を行う場合にその便宜を図るものであるので、非開示情報の内容が明

らかにならない限りにおいて、どのような類型の情報が記録されているかを記載す

る。 

ⅱ 非開示理由の記載方法として、該当する非開示情報の号数を明記することだけで

はなく、開示請求に係る公文書のどこの部分に記載されているどの情報（又はどの

ような類型）を開示するとどのような支障等があり、条例第７条第１項第○号に該

当するかを記載する。 

   以上の点を踏まえ、今後、実施機関においては、非開示理由の記載について、条例の条

文を引用するに止まらず、支障の内容について可能な限りを具体的に記載するなど、適

切な対応が行われるよう注意を喚起する。 

 (2) 審査会への諮問について 

   実施機関は、本件審査請求がなされてから当審査会に諮問するまでに８か月足らずを要

している。審査会への諮問については、「情報公開事務の手引」において、審査請求から

４５日（特段の事情がある場合は１００日）以内に審査会に諮問することとされており、

今後、実施機関には適切な対応が望まれる。 

 


